






平成３１年度　一般会計当初予算グラフ

議会費

77,086千円
1.0%

総務費

986,919千円
13.2%

民生費

2,022,801千円
27.0%

衛生費

1,001,417千円
13.4%

農林水産業費

198,199千円 2.6%

商工費

289,876千円 3.9%

土木費

709,681千円
9.5%

消防費

458,636千円
6.1%

教育費

907,076千円
12.1%

公債費

808,367千円
10.8%

その他（労働費、災害復旧費、

他） 28,942千円 0.4%

町税

2,346,801千円
31.3%

分担金・負担金

106,790千円
1.4%

使用料・手数料

76,876千円
1.0%

基金繰入金、繰越金、他

1,035,448千円 13.8%

諸収入

183,109千円
2.4%

地方譲与税

109,300千円
1.5%利子割交付金

3,000千円
0.0%

配当割交付金

7,000千円
0.1%

株式等譲渡所得割交付金

6,000千円 0.1%

地方消費税交付金

343,000千円 4.6%

ゴルフ場利用税交付金

65,000千円 0.9%

自動車取得税交付金

15,000千円 0.2%

環境性能割交付金

7,000千円
0.1%

地方特例交付金

12,100千円
0.2%

地方交付税

1,550,000千円
20.7%

交通安全対策特別

交付金 2,560千円
0.0%

国庫支出金

578,915千円
7.7%

県支出金

520,401千円
7.0%

町債

520,700千円
7.0%

歳 入

7,489,000千円

歳 出

7,489,000千円

自主財源

49.9%

依存財源

50.1%

　　－　1　－
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給 与 費 明 細 書

１ 特別職

給 与 費

区 分 職員数 報 酬 給 料 期末手当（千円） 地域手当 その他手当 計 共済費 合 計
（人） （千円） （千円） 年間支給率(月分) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

6月2.225

長 等 3 － 20,576 12月2.225 － － 29,352 6,052 35,404
8,776

本 6月1.675

議 員 12 28,894 － 12月1.675 － － 38,040 9,907 47,947
年 9,146

度 その他の
1,253 46,894 － － － － 46,894 － 46,894

特 別 職

計 1,268 75,788 20,576 17,922 － － 114,286 15,959 130,245

6月2.125

長 等 2 － 14,408 12月2.275 － － 20,484 4,275 24,759
6,076

前 6月1.575

議 員 12 30,924 － 12月1.725 － － 40,704 11,182 51,886
年 9,780

度 その他の
898 39,246 － － － － 39,246 － 39,246

特 別 職

計 912 70,170 14,408 15,856 － － 100,434 15,457 115,891

長 等 1 － 6,168 2,700 － － 8,868 1,777 10,645

比 議 員 0 △ 2,030 － △ 634 － － △2,664 △ 1,275 △ 3,939

その他の
355 7,648 － － － － 7,648 － 7.648

較 特 別 職

計 356 5,618 6,168 2,066 － － 13,852 502 14,354

注）本年度の長等には教育長を含み、前年度の長等には教育長を除く。

２ 一般職
(1) 総 括

給 与 費

区 分 職員数 報 酬 給 料 職員手当 計 共 済 費 合 計 備 考
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 152 － 554,817 303,332 858,149 176,920 1,035,069

前年度 157 － 576,873 306,127 883,000 184,429 1,067,429

比 較 △ 5 － △ 22,056 △ 2,795 △ 24,851 △ 7,509 △ 32,360

注）前年度の職員数には教育長を含み、本年度の職員数には教育長を除く。
本年度の職員数には育児休業承認済みの職員及び退職不補充の職員を除く。
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扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特勤手当
区 分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 17,562 0 4,973 10,199 109

前年度 17,004 0 4,044 10,135 109

比 較 558 0 929 64 0
職員手当の内訳

時間外手当 宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当
区 分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 32,510 0 14,155 131,715 92,109

前年度 31,560 0 13,101 137,977 92,197

比 較 950 0 1,054 △ 6,262 △ 88

(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説 明 備 考

給与改定に伴う増減分 1,282

給 料 △ 22,056 昇給に伴う増加分 7,271

その他の増減分 △ 30,609

制度改正に伴う増減分 2,583 勤勉手当
職員手当 △ 2,795

その他の増減分 △ 5,378

(3) 給料及び職員手当の状況
ア 職員１人当たりの給与

区 分 行政職(一) 行政職(二)

平均給料月額（円） 309,841 296,422

平成31年１月１日現在 平均給与月額（円） 351,480 308,489

平 均 年 齢（歳） 41.7 55.0

平均給料月額（円） 308,611 293,089

平成30年１月１日現在 平均給与月額（円） 349,294 300,789

平 均 年 齢（歳） 41.3 54.0

イ 初任給

国 の 制 度
区 分 行政職(一) 行政職(二)

行政職(一) 行政職(二)
（円） （円） （円） （円）

高校卒 148,600 146,000 148,600 146,000

大学卒 180,700 － 180,700 －
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ウ 級別職員数

行政職(一) 行政職(二)
区 分

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比
（人） （％） （人） （％）

１級 15 10.3 １級

２級 32 22.1 ２級

３級 24 16.6 ３級 3 33.3

平成31年１月１日現在 ４級 47 32.4 ４級 6 66.7

５級 12 8.3

６級 15 10.3

計 145 100.0 計 9 100.0

行政職(一) 行政職(二)
区 分

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比
（人） （％） （人） （％）

１級 17 11.9 １級

２級 30 21.0 ２級

３級 23 16.0 ３級 4 44.4

平成30年１月１日現在 ４級 47 32.9 ４級 5 55.6

５級 13 9.1

６級 13 9.1

計 143 100.0 計 9 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

主事、技師、保健師、 主事、技師、保健師、 主査、技術主査、保健 主幹、技幹、主任教諭、
行政職(一) 准看護師、教諭、主事 准看護師、教諭 師、准看護師、教諭 係長、主任主査、主任

補、技師補 技術主査、主任保健師、
副主任教諭

行政職(二) 一般技能職員 相当の技能又は経験を 高度の技能又は経験を 係長、主任
有する一般技能職員 有する一般技能職員

区 分 ５ 級 ６ 級

副参事、技監、園長、 参事、会計管理者、課
行政職(一) 課長補佐、次長、園長 長、局長、所長、室長、

代理 館長、防災監、副参事、
技監、園長

行政職(二)
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エ 昇給

代表的な職種
区 分 合 計

行政職(一) 行政職(二)

職員数 （Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）
本

２号給 （人）

年 ４号給 （人）
号給数別内訳

６号給 （人）
度

８号給 （人）

比率 (Ｂ)／(Ａ) （％）

職員数 （Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）
前

２号給 （人）

年 ４号給 （人）
号給数別内訳

６号給 （人）
度

８号給 （人）

比率 (Ｂ)／(Ａ) （％）

オ 期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職務上の段階、
区 分 職務の級等に 備 考

６月（月分） 12月（月分） （月分） よる加算措置

本 年 度 2.225 2.225 4.45 有

前 年 度 2.125 2.275 4.40 有

国 の 制 度 2.225 2.225 4.45 有

カ 定年退職及び応募認定退職（職員構成の適正化）に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
区 分 その他の加算措置 備 考

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職者
支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

特例措置（2％～45％加算）

定年前早期退職者
国の支給率 24.586875 33.27075 47.709 47.709

特例措置（2％～45％加算）

キ 地域手当

支給対象地域

支給率 （％）

支給対象職員数 （人）

国の指定基準に基づく支給率（％）
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ク 特殊勤務手当

代 表 的 な 職 種
区 分 全 職 種

行政職(一) 行政職(二)

給料総額に対する比率（％） 0.02 0.02 0.00

支給対象職員の比率 （％） 8 8 0
5.19 5.52 0.00

（平成31年１月１日現在） 154 145 9

代表的な特殊勤務手当の名称 不用犬捕獲作業手当・犬猫等死体取扱作業手当

ケ その他の手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶養手当 同

住居手当 同

交通機関利用者最高55,000円、自動車等利用者２㎞以上４㎞未満3,800円、
通勤手当 異

以後26㎞未満までは２㎞増毎1,100円、32㎞未満までは２㎞増毎1,000円、

32㎞以上35㎞未満20,400円、35㎞以上40㎞未満22,400円、以後国と同様




